
禁煙事例紹介

東京電力

禁煙希望者状況（2004年9月22日現在）単位：人

コンプライアンス

東京電力「喫煙対策推進キャンペーン」ポスター

希望率

2.7％

1.5％

4.4％

1.9％

1.9％

1.8％

1.6％

2.4％

1.1％

4.7％

1.5％

3.0％

3.5％

6.3％

7.3％

7.1％

4.8％

4.3％

1.9％

1.1％

5.4％

2.5％

喫煙率

30.5％

45.4％

47.0％

45.1％

45.5％

48.2％

44.6％

41.7％

46.2％

43.7％

44.0％

54.7％

44.1％

48.8％

49.5％

44.3％

46.5％

46.4％

45.0％

45.7％

43.5％

43.7％

38

12

41

18

28

26

43

17

21

24

8

5

8

6

39

32

18

20

5

5

3

417

喫煙者数

1410

798

937

923

1474

1462

2699

715

1899

516

529

165

230

95

534

448

378

462

268

444

55

16，421

参　考
希望者数店所名

支 店

支 店

支 店

支 店

支 店

支 店

支 店

支 店

支 店

支 店

支 店

支 店

支 店

支 店

支 店

支 店

支 店

支 店

支 店

支 店

支 店

A

B

C

D

E

F

G

H

I

J

K

L

M

N

O

P

Q

R

S

T

U

【支店別希望者】
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TEPCO禁煙マラソン

健康達人・禁煙編

その他禁煙ツールの紹介
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上位を優先複数希望あり内　訳

【全店禁煙希望者】417人

参考：パッチ＆マラソン 143

　医療関係者はもちろん、公的機関、そしてホテルやレス

トランなど顧客とじかに接することの多いサービス業な

どでは禁煙への取り組みが進みつつある。一方、一般企業

の反応はまだ鈍い。その中で多くの社員を擁する東京電

力が着実に禁煙支援を進めている。同社は男性社員の比

率が9割と高く、喫煙率も45％程度とほぼ男性の全国平均

に近かった。仕事上のニーズではなく、純粋に社員の健康

増進の観点からの禁煙サポートは、多くの企業で参考に

なることと思われる。

　東京電力は企業活動を行う上でコンプライアンス（法令遵守）

を重要視しており、禁煙への取り組みも2003年5月に発表された

厚生労働省「新たな職場における喫煙対策のためのガイドライン」

に忠実に社内版の指針を作成するところから始まった。受動喫

煙防止のため、職場に空気清浄機が備えられ、喫煙可能な現状か

ら2005年度からの完全分煙を目指す。2004年度の現在は準備期

間で、労務人事部・健康安全グループでは喫煙マナーの徹底や禁

煙サポートの周知に力を注いでいる。

　完全分煙実現の際には、コストやスペースの関係で独立した喫

煙室の設置箇所は限られる。たとえば本店（東京都千代田区）は14

階建てのビルだが、喫煙室は1階と2階のみの予定だ。喫煙室への

移動が面倒になり「この際たばこをやめてしまおう」と思い立つ

社員が増えると想定し、禁煙のノウハウやツールを複数用意。社

員の禁煙を積極的にサポートすることにしたのである。

　2003年11月に出され

た指針にも「禁煙サポー

トの実施」がうたわれていたが、社内的な浸透が不十分だったの

で、2 0 0 4 年 7 月に「 T E P C O 喫煙対策推進サイト」の立

ち上げとともに社員向けチラシを配布。サイト上で全社員を

対象に「喫煙の意識調査」アンケートを行った。またサイト

上に「TEP C O禁煙プログラム」を置き、簡易ニコチン依存

度テストを受けたあと、禁煙アドバイスを参考に「ニコチンパッ

チ」「TEPCO禁煙マラソン」「ニコチンパッチ＋TEPCO禁煙マラソン」

「健康達人・禁煙編」「その他禁煙ツール（禁煙ノウハウの書籍など）

の紹介」の5つの支援プログラムから選べるようになっている。

サイトへのアクセスは2004年10月現在で約2万件。禁煙支援希望

者は全社で417人である。同社では、産業医の診察で適応と診断

された場合に、一人3枚までのニコチンパッチの費用を負担して

いることもあり、ニコチンパッチと禁煙マラソン併用の希望者

が多い。

　アンケート結果からは、喫煙者の7割弱が禁煙を考えたことが

あり、また少数ではあるが「喫煙室まで移動しなければならない

のなら公平に全社禁煙のほうがよい」との意見もあることがわ

かった。今後完全分煙に移行するにつれて、禁煙プログラムの利

用希望者も増えることが期待される。
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